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職員研修を実施する。

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現し
ているか？

5 振込相違件数が減少し、事務の正確性と効率化が図れており、支払遅延防止にもつながってい
る。

職員の負担軽減及び債権者への支払遅延防止のため、事務の効率化を追及する必要がある。
（総合計画から現在
の問題点を抽出）

事務の簡素合理化のためＦＤ払い・口座振込を推進する。
④ 施策展開

＜備前市総合計画の内容から記載する＞

① 政策の体系
基本目標（大項目）

基本施策（中項目） 簡素で効率的な行財政運営

調査年度 H21 H22

氏名

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等

備　　前　　市　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

（総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出）

② 対象と目的
会計事務の効率化と迅速かつ的確な対応をするため。

（誰のために、何の
ために）

③ 現況と課題

会計管理者

4 やや高い

調査対象でない施策
は、市民の反応等

債権者からの苦情は特にない。

二次評価者コメント 平成25年度に導入される新たな財務会計システムに対応した会計事務の内部統制の
検討とともに、適正な会計事務が行われるよう、担当者等への研修会の開催及び平
素における指導・助言を継続して行っていく必要がある。
一時借入金は、収入支出予定の正確な把握を行い、資金不足時には可能な限り会計
間での運用を行い、最小限の経費となるよう努めていく必要がある。

基本施策への
貢献度

翌年度(H25年度)の取組目標
より適正かつ迅速に会計事務が行われるよう、新たな財務会計システムに対応した内部統制のあり方
の検討、研修会を通じて職員の資質の向上を図る。

草加成章

役職

健全で自立したまちづくり

担当職員及び中間管理職への研修や、審査時における指導を行うとともに、会計事務における内部統
制について検討する。

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度
H23 H24

重要度（%）

3

満足度（%）

進行年度(H24年度)の取組内容
（課 題 解 決 状 況）

2
＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？ 4

＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長
期の達成見込みは？

4 正確で適正な事務処理を行ううえで、職員研修等を実施することは有効な施策である。

担当職員への事務研修及び指導・助言により、会計事務に対する職員の能力向上及び事務の効
率化が図れる。

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）

⑧ 施策の評価

項　　　目 評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果
⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業

－ －

105.0 94.6 － －

実績 664 294 265 H28 280

280 280 280H24参
考
指
標
③

相違件数

目標 280

達成率 237.1
ベンチマーク

ベンチマーク － －

達成率 106.7 107.3 108.3 － －

H28 44,000

44,000 44,000

実績 46,948 47,229 47,637

参
考
指
標
②

振込（支出決議書）
取扱件数

目標 44,000 H24 44,000

ベンチマーク － －

－

180,000

180,000

－

参
考
指
標
①

収入・支出取扱件数
（納付書・支出決議書）

目標 195,000

実績 197,935

達成率 101.5

195,000 195,000 H24

182,189 179,637 H28

93.4 92.1 －

－

－－

実績 1.40
振込相違率

目標 0.6

達成率 233.3
ベンチマーク

103.3

0.62

93.3

H22 H23

0.56

評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

目標値
過年度実績

H21
施策に対する成果指標名

単
位

H28 0.6

0.60.6 H24
相違件数/総振込件数
（100以下で達成）

成
果
指
標

0.6

施　策　名
（小項目） その他事務管理（出納）

コード 作
成
者

役職 出納室長

06-01-17

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
氏名 草加　成章

この施策の
平成23年度の

施政方針
記載なし

この施策の
アピール
ポイント

正確で迅速な会計事務の執行により、債権者はもとより、市民からの信頼に応えている。

電話 64-3301

時間このシート作成に要した時間 5.0

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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2

この施策に費やした資源（単位：千円，人）
平成21年度 平成22年度

3.70 44,945 4.78933

平成24年度

1,083 45,947 5.79 2,097 44,275

平成23年度

3,867

3,000 ☆☆☆☆☆0.000 0.00 1,479 0

0

一時借入金 法定 438 0.00 237 0

0.03 2 35

一時借入金事務事業

400 ☆☆☆☆☆

0.00 13 ☆☆0.00 44 289県都市会計管理者会負担金 内部管理

16,122 2.64 267 16,999 0.87 317 15,790 1.69出納事務 法定 261
1 会計事務事業

法定 324

審査事務

☆☆☆☆☆320 142 0.01 331 874 0.11 393

61法定 ☆☆☆☆☆2.82 44 28,281 2.983.07 27,099

人工数

56 29,126

0.05決算事務

29

410

施策への
貢献度

事業
分類

平成21年度 平成22年度 平成23年度

☆☆☆☆☆
　　～　☆

人工数
直　接
事業費

人件費 人工数

事　業　費　等　（単位：千円，人）

平成24年度

直　接
事業費

直　接
事業費

人件費 当初予算人件費

施策を構成する
事　務　事　業

細　　事　　業

施策構成事務事業の評価


